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はじめに

日本水産業は､昭和40年代後半から50年代前半にかけてのオイルショッ

クや 200カイリの影響により､大きな転換を余儀なくされ､遠洋漁業は衰

過 し､ これにかわって沖合漁業が成長をとげている｡ このような水産業の

供給構造の変化､ さらには水産物の需要構造の変化を背景に､ 当然ながら

水産物の流通構造も大きく変化している｡ こうした需給構造の変化および

流通構造の変化については､長谷川 ･虞吉(1988)にまとめられているので

ここでは繰り返さないことにするが､流通構造の変化についてのみ簡単に

紹介しておく｡

(》 伝統的に水産物は､産地市場-消費地市場という2段階の卸売市場流

通が基本であったが､1970年代に入って市場外流通が台頭 した｡ このた

め､ 自然的生鮮品生産の特性を背景とした卸売市場機構基軸流通から､

規格 ･定型 ･定価品的､耐久的消費財化への商品特性変化を媒介として､

広域軌 全国的スケールでの市場外流通が急速に進展 したo

② 消費地卸売市場では､産地市場以外の大手水産 ･商社 ･場外問屋から

の集荷が多くなり､集荷形態は委託から買付へ､販売形態はセリ･入札

から相対取引へと変化 した｡

③ 産地卸売市場では､200カイリ以後主要漁港の水場量は著しく減少し､

かつ産地での魚価も低下したため､ 6大都市消費地への出荷条件が低下

した｡ このため産地卸売市場では機能類型別編成替えが進行している｡

このような水産物の流通構造の変化は通常､地理学が対象とする地域構

造の変化を引き起こす｡ そこで､ ここでは日本の水産業が大きく転換し始

めたオイルショック (昭和48年)以降の水産物流通の地域構造の変化を明

らかにしたい｡各産地が日本の流通システムにおいて果たしている役割は

一様ではないが､基本的には地域によって異なっているため､オイルショ

ックや 200カイリによる影響の受け方もおのずと地域毎に違ってくると考

えられる｡産地の機能変化については､虞吉日985)や長谷川 ･虞吉(1988)

でも触れられているが､小論ではそれを別の角度からみると同時に､水産
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物出荷の地域的展開ならびにその変化も明らかにするつもりである｡ その

際､後述するように全国の44の主要漁港を分析対象とはしているが､その

中でも特に漁港が集中立地している北海道､三陸を中心とした本州太平洋

岸､ 山陰から北九州にかけての沿岸の3地域の漁港を中心にみていくこと

にする｡ なお､小論では特に岩手県に重点をおいていないが､今後岩手県

における水産物流通を考える上で､ まず全国的な地域構造およびその変化

をとらえる必要があると考えたからである｡

用いた資料は､農林水産省統計情報部編の ｢水産物流通統計年報｣で､

この統計は日本における水産物出荷の地域的展開を調査 した唯一の統計で

ある｡ むろん出荷以外にも水揚量や用途についても毎年調査をしている重

要な資料である｡ しかし､ ｢水産物流通統計年報｣には､次のような注意

すべき点や問題点がある｡

まず､昭和57年以前と58年以降とでは調査対象である漁港や調査品目が

大幅に変更されていることである｡対象漁港の変化については､57年以前

が66港だったのが51港に減らされている｡ しかも､両期間通 じて調査され

ているのは､ さらに少なく45港である｡ ただし､昭和53年以前の統計では､

牛深 (熊本県)については､ 品目合計の用途別数量や出荷先別出荷量の値

は掲載されているのに､ 品目別のそれらの値はなぜか掲載されていない｡

このため､本論では両期間通 じて調査されている45港のうち､牛深を除い

た44港を分析の対象とした｡ また､品目については､57年以前は各漁港と

もすべての品目について水揚量､用途別数量､ 出荷先別出荷量が調査され

ているが､58年以降は用途別数量と出荷先別出荷量は主要21品目について

しか調査されていない｡ このため､用途から各漁港の機能を分析したり､

出荷の空間的パターンを分析する際､57年と58年の間には統計上不連続が

生じ､原則として比較ができないことになる｡ この問題の処理については

該当する章で述べることにする｡

次に､資料のもつ制約として､ ｢水産物流通統計年報｣で は第 1次の用

途 しか把握できず､例えば冷凍向けや冷蔵庫入庫にまわされたものが､最

終的にはどの様な形になって消費者等に販売されるのかは不明であること､

また､ このため出荷先別出荷量がわかるのは地元外向けだけで､地元冷凍
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向けや地元加工向けの水産物の最終的な出荷先は不明であることがあげら

れる｡ さらに､増加し続けている市場外流通について､ ｢水産物流通統計

年報｣では､水揚げされても市場に上場されない数量が多い場合に可能な

範囲で聞き取 り計上しているが､必ずしも十分ではないと推測され､流通

の全貌の把握ができない｡ このように問題点もあるが､ これ以外に全国的

レベルで水産物の流通を扱った資料がないため､ これ らの点をふまえて統

計を利用することにする｡

Ⅰ 漁港別水揚量の動向

(1)漁港別水揚量の推移

流通の変化をみる前に､ まず水揚量の動向について述べる｡ 図 Ⅰ-1は

昭和42年～63年の日本全体の漁業生産量の推移を表したものである｡ 生産

量が高度成長期には急増 していたのが､昭和48年から50年代前半にかけて

はオイルショックや 200カイリの影響で一時停滞し､50年代後半には再び

増加していることがわかる｡ しかし､それも60年代に入ると再び横ばいに

なっている｡ 昭和48年以降遠洋漁業が衰退 したにもかかわらず､総漁獲量

が減少しなかったのは､ 日本 200カイリ水域内でのまいわしの漁獲量が増

加 したためで､ まいわしの漁獲量の変動はその後の日本の生産量を大きく

左右することになる｡

しかし､ 当然ながらすべての漁港の水場量がこのように推移したわけで

はない｡ そこで､各漁港の水揚量の変動を要約 して記述するために､ 昭和

48年～63年の16時点各々を個体とし､各年の44の漁港別の水揚量を変数と

して､ 主成分分析を行った. そうすると､48年以降の水揚量の変動パター

ンが類似している漁港が､ 同じ主成分で高い主成分負荷量 (表 Ⅰ-1)杏

もち､その変動バターンが主成分得点 (図 Ⅰ-2)として表されることに

なる｡ 主成分分析の結果､ 固有値 1以上の主成分は8個抽出された｡ 第 1

主成分の寄与率は52.7%と過半を占め､ これ以外は寄与率が低い主成分と

なったが､その中では第2主成分 (寄与率13.1%)と第 3主成分 (9.4%)
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図 Ⅰ- 1 日本における漁業生産量の推移 (昭和42年～63年)

主成分得点
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図 Ⅰ-2 各年次の主成分得点
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表 Ⅰ-1 主成分負荷量 と寄与率

漁 港 第 1主成分. 第 2.主成分 第 3主成分

1.稚内 -0,93 l 0.58-0.590.51-0.63

2.紋別 -0.76

3.網走4.根室5.釧路 -0,780.70 -0.60
6.広尾 0.96
7.函館 0.58 0.55
8.留萌 -0.91

9.小樽10.八戸ll.宮古12.釜石13.大船渡 -0.950.890.64 l o.53
14.気仙沼 0.82
15.女川 0.90
16.石巻 0.74
17.塩釜 -0.96
18.小名浜 0.73 0.50

19.那珂湊20.銚子､21.三崎22.沼津23.清水24.焼津25.勝浦 0.800.740.95 1 0.680.810.81iIi ol68ー

26.土佐清水27.八幡浜 0.66
28.新潟 -0.90

29.新湊30.宇出津31.舞鶴 -0.660.75
32.香住 -0.72
.33.境 0.88
34.浜田 0.75
..35.仙 崎 -0.60
36.下関 -0.92
37.福岡 -0.89
38.唐津 -0.88
39.佐世保 -0.51
40.長崎 -0.83

41.串木野42.枕崎 0.85

43.山川44.那覇 0.97 -0.80

固 有 値 23.,21 5.75 4.15

負荷量の絶対値が 0.5以上のみ記載
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の寄与率が比較的高い｡

第1主成分で高い正の主成分負荷量をもつ､ つまり第 1主成分と高い正

の相関関係にあるのは､釧路､広尾､宮古､気仙沼､ 女川､石巻､小名浜､

銚子､ 沼津',焼津､ 舞鶴､境､浜田､串木野､那覇などで､主成分得点を

みると､ その変動バターンは安定 した漸増傾向にあることがわかる. ただ

し､ 200カイ リ水域設定直後にはそれ以前の増加傾向が一時的にとまり､

また昭和60年代に入ると停滞気味になっている｡逆に､第 1主成分で負の

高い主成分負荷量をもつのは､ 稚内､紋別､ 網走､ 留萌､ 小樽､壕釜､新

潟､新湊､香住､仙崎､下関､福岡､唐津､ 長崎で､ オホーツク海および

日本海に面した漁港が多い｡ その変動パターンは､ 図中の第 1主成分得点

の(+)と(-)を逆にすればよく､前者とは逆にほぼ全期を通 じて減少傾向

にある. つまり､ 前者は一貫 して成長､後者は衰退 している漁港で､ いず

れも結果的には水揚量の点では 200カイリの影響をあまり受けていないよ

うに見える｡ しかし､ 200カイリ体制は1973年の第 3次国連海洋法会議開

始と共に始まったともいえ､総水揚量では影響を受けていないように見え

ても､ その質的な面 (魚種構成)では大きく変化している漁港が､特に前

者に多い｡

第2主成分で正の高い主成分負荷量をもつのは､ 那珂湊､勝浦､宇出津､

佐世保などで､ その変動バタ-ンをみると､ 昭和53年までは水揚量が順調

に増加 していたものが､ それ以降は一転 して減少を示しており､ 200カイ

リに対応しきれなかったと思われる｡つまり､ いずれも､ 同じような機能

を果たしている､ より大規模な漁港との競合に敗れたものと考えられる｡

一方､ 負の高い主成分負荷量をもち､ 200カイリ水域設定以後それまでと

は逆に増加傾向に転じたところはほとんどないが､ 第 1主成分とも正の高

い相関関係をもつ釧路はこれに近い特徴も合わせもっている｡ つまり､釧

路は 200カイリ以前はほぼ停滞気味であったのが､ 200カイリ水域設定で

一時的に水揚量を急減させたものの､昭和50年代後半以降は再び増加傾向

をみせている｡

第3主成分と正の高い相関をもつのは､根室と新湊だけでであり､ 200

カイリ水域設定で一時的に水揚量が減少したもののすぐに増加に転じた｡

-143-



が､ 昭和60年代に入って急激に減少するパタ-ンを示している｡ ただし､

これ らは第 1主成分の主成分負荷量が高い負の値を示すことからもわかる

ように､ 200カイリ水域設定以後増加 したといってもそれ以前の水準には

いたらず､全体的には衰退傾向にある｡ 一方､ 負の高い主成分負荷量をも

つ三崎､枕崎､ 山川は､ 昭和53年までは順調に増加 していたものの､ その

後那珂湊や勝浦などと同様に大規模な漁港との競合に敗れて減少に転じ､

昭和60年代に入ると冷凍物やあじ類の水揚げ増加で再び増加傾向をみせて

いる｡

以上の3主成分で全変動の75.5%が説明されており､特に安定した成長

･衰退を示す第 1主成分の説明量はずばぬけて高く､､ 200カイリ水域設定

の直接的影響で水揚量が変化 したことを示す第2･第3主成分は2次的な

変動を示していると考えられる｡

(2)漁港別品目別水揚量の推移

次に､漁港別に品目別の水揚量の推移をみることにする｡水揚げされる

魚種構成の変化は､ 漁港の機能や出荷先に大きな影響を与えている｡ ただ

し､ その際各年次毎に品目別水場量をみることは大変であるため､前述の

水揚量の変動パターンからタ-ニングポイン トとなる時点を境にいくつか

の期間に分け､各期毎にみていくことにする｡ ここでは､ 図 Ⅰ-1と図 Ⅰ

-2より､昭和53年と58年をターニングポイントとみなして昭和48年と62

年を含む4時点について分析 し､ 変化については全期間を①第 1期 (昭和

48年～53年)､(診第2期 (昭和53年～58年)､(卦第 3期 (昭和58年～62年)

の3期間に分けてみていくことにする｡ 分析対象期間の期末を最新の調査

年である昭和63年ではなく62年としたのは､ 前に述べたような ｢水産物流

通統計年報｣における調査対象漁港と調査品目の大幅な変更が､昭和63年

にもなされているためである｡ 調査対象漁港は51港で変わ らないのだが､

品目別用途別数量 と品目別出荷先別出荷量が調査されているのは33港にす

ぎず､ しかも15品目についてしか調査されていない｡ 漁港数や品目数が少

ないほど､全体的な流通の地域構造の把握が困難になるため､以下では62

年を最新時点として分析 している｡
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表 Ⅰ-2～Ⅰ-4には､各期間における各漁港の水揚量ならびに品目別

水損量の増減が 1,000tを越える品目とその増減量を示 した｡ また､参考

のために大海区の区分園を図 Ⅰ-3に示 した｡

(a)第 1■期 (昭和48年～53年)

第1期に水揚量が減少している漁港の中で､ まず目につくのが北日本で

のすけとうだらの急減である｡ これはいうまでもなく､ 200カイリの影響

で北洋での操業が大幅に規制されたことによる｡ このため､水揚量の多く

がすけとうだらによって占められていた稚内 (昭和48年の水揚童に占める

すけとうだらの割合は52.6%)､紋別 (76.4%)､網走 (70.3%)､釧路

(64.3%)､留萌 (58.9%)､小樽 (47.8%)､八戸 (32.7%)､ 大船渡

(21.8%)､石巻 (59.5%)､塩釜 (27.2%)では､大きな打撃を受けた｡

しかし､ この中でも漁場に比較的近い稚内､紋別､網走､小樽での､第 1

期のすけとうだらの減少率は約10-35%であるのに対し､ これら以外の漁

場から比較的離れている漁港での減少率は約60-98%と際だった対照をみ

せている｡ また､すけとうだらの比重が高かった漁港ほど減少率は低く､

相対的に比重が低い漁港 (例えば三陸沿岸の漁港)はど減少率が高いとも

言える｡ つまり､ 水揚げが特定漁港に集中する傾向をみせている｡

さらに､ この時期水揚量が減少している漁港の中で目につくのは､西日

本におけるさばの減少である｡小倉(1986)によると､ 日本近海のまさばは

7つの系群に分けられ､漁獲量で最も多いのが過半を占めている太平洋系

群で､ 九州西部系群がそれに次いでいる｡ 日本のさば類の漁獲量は昭和53

年に 130万tとピークに連したが､ それは主に太平洋系群の増加によるも

のであり､他系群は停滞ないし減少しており､特に昭和53年はその落込み

が著しい｡ このため､ 日本海や東シナ海に面した漁港では､ さばの水揚げ

が減少し､特にさば類の比重が高い新潟 (昭和48年の水場量に占めるさば

類の割合は55.9%)､浜田 (35.8%)､下関 (25.7%)では､ さば類がほ

ぼ半減し､ これが永揚量の減少に大きく響いている｡ しかし､ 同じように

さば類の比重が高い境 (35.8%)や福岡 (34.2%)では､ さば類の水揚げ

は増加しているというように､大規模港への水揚げの集中化がみられ､漁

港間の規模格差は拡大している(1)0

ー145･-



表 Ⅰ-2 漁港別水揚量ならびに品目別水揚量の増減 (昭和48年～53年)

産 地 100ー000も～ 10,000t～ i,OOOt～ 】1,000t～ 10,000t～ loo,000t～
減少 99.999t減少 9,999t減少ヨl 9,999t増加 99.999も増加 増加

1.稚内2.紋別3.網走4.根室5.釧路 水揚量水揚長 .さば . たら水湯量 .たらさば水揚量 .たら水損丑 .たら水揚量 .たらかたくちかつお(袷)水場丑 .さばいか かれい.ほつけiかれいかれい.たら 鳥 つけ水揚量 .さんま水諸畳 いわし.さんまL わし i水揚量 .いわし･さば卜 ■l畑 ∴ わし

21.三崎22.沼津 水揚量 .ま<.ろかつお .いわし さば水損量 ･さば i

23.清水24.焼津 水損量 .ま<.ろl･さばま<.ろ(袷) ま<.ろ(冷)水揚量 .さば .

25.勝浦26.土佐清水27.八幡浜28.新潟29.新湊30.宇出津31.～ さんま l還 …いか(当いか …水路量 .ま<.ろかつお水損量水揚量 .いわしか - かつお(冷)水場量 .いわし

32.香住33.撃 :::: i水揚丑 .かたくl･ たくちいわし.さばさば 水場量 .いわし34.浜田35:仙崎 水湯量 .さば いわし いわし

36.下関37.福岡 水場丑 .さば ちあじさばさば .いかかれい いわし水揚量 .さば あじ38.唐津39.佐世保40長崎 水揚丑 .さば いわし水揚圭 一いわしいわし 水揚量

(注) まぐろ-まぐろ類 かじき-かじき類 かつお-かつお さけ-さけ･ます頼 いわし-まいわし
かたくち-かたくちいわし あじ-あじ頬 さば-さば類 さんま-さんま いか-するめいか
かれい-かれい頼 たら-すけとうだら ほつけ-ほつけ
(袷)がついているものは冷凍物､ついていないものは生鮮｡
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一方､ 水揚量が増加 している漁港は太平洋側に多いが､ 主にはさばやま

いわしの増加によるものである｡ この期間､ さばは太平洋北区と中区で､

まいわ しは北海道の太平洋岸から太平洋北区にかけてと日本海西区､東シ

ナ海区で急増 している｡ さばの上記地区での水揚量増加は､ 前に述べたよ

うに太平洋系群の豊漁によるものである｡ このため､ この地区で従来さば

の水揚げが1万七を越えたのは八戸､小名浜､銚子､焼津の4港のみであ

ったのが､昭和53年には地区内のほとんどの漁港で 1万七を上回り､各漁

港の絵水揚げに占めるさばの都合もおよそ10-30%増加 し､15-60%を占

めるに至っている｡ また､ 昭和48年時点でまいわしの水揚げが多かったの

は銚子 (まいわしの水場量は 116,188万七､ 昭和48年の水揚量に占めるま

符燕LR架沖IZ_耶三七付と北相即小
的付のLh群
茨城机と千第帆の旭押
三並恥と和歌LJJL快のJ兄rH
和歌山l尽日前;郎突fTt町とE3,%町の
鳩押
(罫紙鳥県阿r郎f)lIJrl_･托.FIJl'瓜実地l茎とtdi
的独演地GST_の規'JF

(釘 愛嬢鼎八幡irrrll'とiQl一字ftJ耶【削̂JPr
のJAIN

(D 大分県北海部耶I#.TrTqFTI/r･.BYTW.qL
装J也rS_と神■引払濃地rT<のJR押

(影 ¥で叫爪と此リ止血粒のLR群
@ 耕PI抑北九州IIJ-I"J言tJ漁RE地lSr_とM
ノiJThl瓜兼地rl_のJR非
⑩山口県下問rIl'■ドTq油菜地rt.とJ.qノ
ーlIlT漁兼地区の地相
⑪石川収とIMl.･県の鳩押

園Ⅰ-3 大海区別都道府県 (地域別)区分園

(農林統計協会編(1988):｢農林水産統計用語事典｣､農林統計協会 より)
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いわしの割合は56.7%)で､銚子以外では 1万七前後の水揚げがあった小

名浜 (14.2%)と境 (7.0%)､ 5千 七弱の那珂湊 (19.1%)と浜田 (5

.6%)が目につく程度であった｡ それが昭和53年には､釧路の約30万七､

八戸の約10万七をはじめとして､ 1万tを上回る漁港が続出し､水揚量に

占める割合も釧路 (50.1%)､広尾 (66.3%)､宇出津 (54.2%)のよう

に新たに過半を越える漁港も出現 した｡

以上､北海道オホ-ツク海沿岸や日本海側の漁港および釧路では､ 主力

であったすけとうだらの減少分を他の魚種でカバーできずに水揚量は減少､

同じように 200カイリの影響を受けながらも三陸沿岸の漁港では､ すけと

うだらへの依存度が低かったこと､ まいわしやさばの多獲性魚に恵まれた

ことにより水揚量は増加 した｡ 日本海北区､西区､ 東シナ海区では､おお

むねさばの減少量とまいわしの増加量の大小によって給水揚量の増減が決

まった｡

(b)第2期 (昭和53年～58年)

第2期になると､ 全国的にいわ しの増加とさばの減少が目立つ｡ 前に述

べたように､ さばの水揚量は昭和53年をピークにその後は減少しており､

その影響がほぼ全国的にでている｡ これとは逆に､ まいわしの水揚量は九

州の各漁港では減少しているものの､本州ではほとんどの漁港で増加して

おり､ この期間の各漁港の水揚量は総じてこの2つの魚種の増減によって

決まったと言える｡ まいわしの漁獲量は昭和47年以前の10数年はわずか数

万tたらずであったのが､48年には約30万七､53年には約 164万七､58年

には 375万七と飛躍的に増加 し､ その後も微増している｡ つまり､第2期

はまいわしの記録的な増加時期にあたっていたため､ 漁獲量の70-80%を

占める太平洋系群(小倉 1986)の漁場に近い道東や太平洋北区の漁港､お

よび日本海系群の漁場に近い日本海西区の漁港では水揚量が大きく増加し

た｡

両者の影響をほとんどうけなかったのは､ これらの周期的に漁獲量が変

動する多獲性魚以外の特定の魚種に特化 している漁港､ 例えばすけとうだ

らの稚内､紋別､網走､すけとうだらとはつけの留萌､小樽､ いか類の函

館､冷凍まぐろの清水､ まぐろの勝浦､那覇くらいであるO

-148-



表Ⅰ-3 漁港別水揚量ならびに品目別水揚量の増減 (昭和53年～58年 )

産 地 100,000t～ 10,000t～ 1,000t.〉 1.000も～ 10.000t～ 100.000t～減少 99,999t減少 9.999.t#'少 9,999t増加 99,999t増加 増加

1.稚内2.紋別3.網走4.積量5.釘儲 水揚土 .さば 水揚土 .たら.ほっけさんまさんま さんま.ほつけ水揚圭.さんま.ほつけ いわしさけ 水揚丘 .たらたら水揚量 .いわし 水揚圭.いわレ

6.広尾7.函館8.留萌 水揚圭 たらたら.ほつけ いかいか 水揚王 .いわし水損畳 .いわしいわし たらいわしいわし水線主.いわし水揚丑 .いわし∫

9.小樽10.八戸ll.宮古12.釜石13.大船渡 水損圭さば たら.ほつけたらさんま水揚土 .さば.さんまさんま さけさけたら14.気仙沼15.女川 さばさば 水揚生.さんま いわし水線圭 一いわし

16.石巻17.塩釜 さば水揚土.さば. たら(袷) 水揚圭 .たら

18.小名浜19.那珂湊20.銚子21.三崎22.沼津23.清水 かれい(袷)さば水揚丑 .さばさば水揚畳.さばさば水路王.さば水揚王 ま<.ろ(袷)ま<'ろ.ま<.ろ(冷)水損圭 .さば たらいわし .ま<.ろ(冷).かじき(冷卜 かつ 水揚畳 .いわしいわしさんま水揚皇

24.焼津 かつお お(冷) 水揚丑 .かつお

25.勝浦26.土佐清水 .27..八幡浜28.新潟､29.新湊30.宇出津31.～ 水揚量水揚圭 .かつおいわし ま<.ろ(袷)さば水損王.いわしほつけ水損長いか(袷) (袷)水損丑 .いわし

32.香住33.境34.浜田35.仙崎36.下関37.福岡38.唐津39.佐世保40.長崎41.串水野 さば水揚真 一あじ.さば水揚量.あじ.さば水揚量 いかかれい水路丑.いわレさばいわし水揚重.いわし.さばあじ一さば.かれい かたくちあじあじかれいかつおいわし.あじ. 水線量 .いわし水損丑I

(注) まぐろ-まぐろ頬 かじき-かじき頬 かつお-かつお さけ-さけ･ます類 いわし-まいわし
かたくち-かたくちいわし あじ-あじ頼 さば-さば類 さんま-さんま いか-するめいか
かれい-かれい類 たら-すけとうだら ほつけ-ほつけ
(冷)力り いているものは冷凍物､ついていないものは生鮮｡
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一方､北海道区や太平洋北区では､すけとうだらの水揚げが依然減少 し

ている漁港と増加に転じた漁港とが分かれてくる｡ つまり､昭和53年のす

けとうだらの水揚量が上位5港のうち稚内を除く釧路､紋別､網走､石巻

が増加に転じたのに対 して､ それ以下の漁港では依然減少しているという

ように､ 日本全体ではすけとうだらの水揚量は減少 しているものの､ 大産

地への水揚げの集中化がみられる｡

(C)第3期 (昭和58年～62年)

第3期に､水揚量が 1,000t以上増加 している漁港は44港中11港 しかな

く､第 1期の29港､第2期の18港と年々減ってきていることがわかる｡ 一

つには､ 前期までほぼ全国的に急増 してきたまいわしの増加に陰りが見え

始めたことがあげられる｡ しかも､道東､ 三陸､ 山陰の3大産地の中では､

より大規模でかつまいわ しの比重が高い少数の港への水揚げの集中化がみ

られ､ より小規模なところでは減少するという対照をみせている｡

道東では､釧路 (水場量に占めるまいわしの割合は､昭和58年の62.0%

から64.6%に上昇)と広尾 (89.7%-91.8%)､山陰では境 (56.0%-81

.0%)と浜田 (61.5%-71.1%)に集中し､ これらよりまいわしの水揚量

が少なかった根室や舞鶴では減少 している｡ また､北海道区では､すけと

うだらでも特定漁港への集中化がみられ､ 増加を示 したのは釧路のみとな

った｡

太平洋北区では､ 昭和58年時点では大産地だった八戸と銚子およびその

近隣の漁港の.水揚げは減少し(2㌦位置的にはそれ らの中間に位置し､規模

的にもそれ らに次いでいた石巻と女川のみが増加 している｡ これは､ 三陸

･常磐沖のまいわ しの漁場が縮小 したためと思われるが､ 漁場近くの漁港

の中ではまいわしの水揚げがより多く比重も高かった石巻 (昭和58年の水

揚量に占めるまいわしの割合は54.3%)と女川 (56.0%)に集中する傾向

がみられる｡

以上述べてきたように､ 3期間を通じて主要漁港の水揚量は､主にすけ

とうだら､ さば､ まいわ しの3大魚種の変動に左右されてきた｡ しかし､

近年はいずれの魚種も停滞ないし減少傾向にあり､ それに伴い水揚げはよ

り大規模な漁港に集中する傾向にある｡
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表Ⅰ-4 漁港別水揚量ならびに品目別水揚量の増減 (昭和58年～62年)

100,000t～ 10.000t～ 1.000t～ 1,000t～ 10,000t～ 100,000t～
減少 99,999t減少 9,999t減少 9,999t増加 99,999t増加 増加

1.稚内2.紋別 水揚圭.いわし 水揚量一たら水損量.たら かれいかれい ほつけ ほつけたら.たら(冷)水揚圭.いわしいか(袷)水揚量.いわし･さば水損量 .いわし･さばさば 水揚量.いわしIl水揚量,いわし～

3.網走4.根室5.釧路6.広尾7.函館8.留萌9JJヽ樽10.八戸ll.宮古12.釜石13.大船渡14.気仙沼15.女川16.石巻17.'塩釜18.小名浜19.那珂湊20.銚子 -21.三崎 水湯玉.たら水損量.いわし水揚量水揚量.さば水揚丑.いわし水揚量水揚量.いわし水場量.いわし水揚量かつお(袷)水揚丑.いわしさば かれいさけ.たらいかま ∴ l水揚圭.たらいわし.さばさんま.たら水損主.いわし･さば.さんまさ～まま<.ろ.いわし･かれいさば.たらさば.かつお(冷)さんま ほつけ水場量はつけいかたらさけさんま水揚量.ま<.ろ

22.沼津23.清水24.焼津25.勝浦26.土佐清水27.JIJ幡浜28.新潟29.新湊30.宇出津31.～32.香住33.境~~34.浜田 かつお.さばま<.ろ(袷).かじきく冷).かつお(冷)水揚量.さば l水揚量.ま<.ろかつお水揚量水揚量水湯量.いわし･いか水揚量水揚量一いわし･いかかれい (冷)ま<.ろ(袷)はつけあじ 水揚量.いわしま<.ろく冷)あじ水湯量.いわしあじ

35.仙崎36.下関 水揚量 水揚量..いわしあじ.さば いか

37.福岡 水揚量.さば かれい いかあじ水損量水揚量.あじ

(注) まぐろ-まぐろ頬 かじき-かじき頼 かつお-かつお さけ-さけ･ます類 いわし-まいわし
かたくち-かたくちいわし あじ-あじ頼 さば-さば頼 さんま-さんま いか-するめいか
かれい-かれい頼 たら-すけとうだら ほっけ-ほつけ
(冷)がついているものは冷凍物､ついていないものは生鮮｡

-15 1 -



ⅠⅠ 用途からみた各産地市場の機能の変化

(1)分析方法

ここでは､各漁港に水揚げされ産地市場に上場された水産物がどのよう

な用途に向けられるのか､ さらにそれがどう変化してきたのかをみる｡ 前

述 したように ｢水産物流通統計年報｣では､第 1次の用途 しかわからない､

また､ 市場に上場されない分については不明な点が多いため､ この資料か

らは原則的には産地市場の1次的機能しか把握できない｡ さらに､昭和58

年以降の ｢水産物流通統計年報｣では､用途 と次章で述べる出荷先につい

ては主要21品目についてしか調査 してお らず､ それ以前の年次と連続 して

資料をみることはできないことも前に述べた通りである｡ このため､給水

湯量に占める主要21品目の水揚量の割合が50%をわる函館 (昭和58年は33

.5%､62年は27.3%)､塩釜 (56.7%､48.5%)､土佐清水 (60.2%､29

.2%)､八幡浜 (15.9%､ 18.9%)､新湊 (52.4%､39.9%)､香住 (49

.1%､41.7%)､仙崎 (44.7%､47.3%)､下関 (23.8%､23.3%)､佐

世保 (39.9%､31.4%)､ 長崎 (23.8%､23.2%)は､特に注意を要する｡

ほぼ半数の産地では､主要21品目の給水場量に占める割合が80%を越えて

いるため､昭和48年以降の量的変化を連続的なものとしてとらえてもあま

り差し支えないと考えられるが､ 上記の漁港などについては無理がある｡

そのため､用途 と出荷先については､第2期は昭和53年から57年とし､

第3期を58年から62年として､期間内の資料の不連続を取り除いて分析す

ることにする｡ また､水揚量の用途別数量の変化だけでなく､ むしろ用途

別構成 という質的な変化､つまり産地としての機能の特性ならびにその変

化に中心をおいてみていくことにする｡

虞吉(1985)は､産地市場の機能的総合性をみるために､ 各産地の地元外

生鮮向出荷量､ 6大都市向生鮮出荷量､地元冷凍向数量､地元加工向数量､

搬入量の各々がある一定量以上を越えている場合､ その値の大きさに応 じ

て 1-2の得点を与え､ それ らの合計を ｢総合性指数｣と呼び､ これと水

揚量との関連および昭和48年～57年の変化を調べた｡ その結果､水揚量の

多い産地はおおむね総合度も高いこと､総合性指数値が上昇 している産地
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と下降させている産地とが分化する傾向にあることなどを指摘している｡

しかし､水揚量が多い産地では､ 一般に各用途別数量も多くなるのは当然

であり(3)､また､ ほとんどの場合総合性指数の変化は結局は水揚量の変化

を反映しでいるにすぎない(4'｡

そこで､ ここでは各産地が主として果たしている機能を､ その絶対量か

らではなく､水揚量には左右されない相対量つまり構成比からみることに

し､次のような分析を行った｡ ｢水産物流通統計年報｣では､用途を細か

く9区分しているが､ ここではそれを5つの機能にまとめた｡ まず､生鮮

向け (昭和57年以前の区分では地元内生鮮向け｡以下同様｡ )をここでは

地元機能と呼んで 1つの機能とする｡ また､冷凍向け (地元冷凍向け)と

冷蔵庫入庫 (地元冷蔵庫直接入庫)はあわせて冷蔵機能とし､ 缶詰 (かん

詰)､ねり製品､ その他の食用加工品をあわせて食用加工機能､魚油 ･飼

肥料は非食用加工機能､地元外出荷 (地元外生鮮向け)と直送 ･共同出荷

はあわせて出荷機能と呼ぶことにする｡ そして､各産地がこれらの5つの

機能のどれに卓越 しているかをみるために､修正ウイ-バー法 (5)を用い

て主たる機能を抽出した｡

修正ウイ-バー法を適用して選ばれた機能の数から､各産地は1つのみ

の単一型､ 2つの複合型､ 3-4つの総合型に分けることができる｡ そし

て､各産地で卓越する機能によって､表ⅠⅠ-1のようなタイプに分類した｡

その際､単一型と複合型の場合には､その機能名をそのまま型名に用いた.

卓越機能が3つ以上ある総合型については､卓越機能は列挙せず､総合 Ⅰ

型 (冷蔵 ･食用加工 ･非食用加工型)､ ⅠⅠ型 (冷蔵 ･食用加工 ･出荷型)､

llI型 (冷蔵 ･非食用加工 ･出荷型)､ Ⅳ型 (冷蔵 ･食用加工 ･非食用加工

･出荷型)と名付けた｡

ただし､地元機能が卓越機能とみなされた場合は､次のような理由によ

り別個に取り扱った｡修正ウイ-バー法適用の結果､地元機能単独および

地元機能と冷蔵機能の組合せ､地元機能と食用加工機能の組合せなどは存

在せず､地元機能が卓越機能として出現したのはわずか4類型にすぎなか

った｡地元機能が卓越機能になりにくいのは､地元で生鮮魚として消費さ

れる都合が一般にはかなり低く､水産物はどういう形であれ最終的には主
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に域外で消費されるためである｡つまり､都市機能の観点から言えば､地

元機能とはその都市 (産地)周辺の地域 (ヒンターランド)との関係で成

り立つ中心地機能にあたり､ その他の機能はおおむね遠方地域との関連で

成り立つ特殊機能に該当する｡ このように､本質的に両機能は異なり､産

也 (漁港)が偏在している水産物流通においては､ 当然特殊機能の方がよ

り重要な機能である｡ このため､地元機能が卓越する産地は､他の産地に

比べて流通範囲が狭いことが予想され､階層的には 1ランク下に位置する

ものと考えられる｡地元機能に卓越する産地のほとんどが､後述するよう

に小規模港であることがこれを裏付けている｡ したがって､地元機能が卓

越機能として選ばれた場合には､地元型として別個に取 り扱い､各々を地

元 Ⅰ型 (地元 ･出荷型)､地元ⅠⅠ型 (地元 ･冷蔵 ･出荷型)､地元lII型 (

地元 ･食用加工 ･出荷型)､地元Ⅳ型 (地元 ･非食用加工 ･出荷型)と呼

ぶことにした｡

(2)産地市場機能の地域的特徴

一般的には､近接した産地は互いに水揚げされる水産物の魚種構成およ

びその変化が類似 しているため､結果として用途別構成やその変化も似て

くる｡ そこで､各産地市場の機能からみた特徴ならびにその変化を､地域

(海区)毎にみていく. そのために､表ⅠⅠ-1の産地市場毎の機能類型を

各年次別に地図上に表したのが図ⅠⅠ-1である.なお､参考までに､各期

間毎に各産地市場の9用途.別の増減量が 5,000tを越える用途を表ⅠⅠ-2

に示した｡

まず､ 北海道をみると､ ほとんどの産地で食用加工機能が卓越し､ これ

に日本海沿岸やオホーツク沿岸では冷蔵機能ないし出荷機能が､太平洋側

では昭和53年以降は非食用加工機能が付随している｡前者の主要品目がす

けとうだらやほっけであるのに対し､後者はまいわしの漁場に近く､ まい

わしのウエイ トが高いためである｡前者は､ 200カイリの影響ですけとう

だらを中心に水場量が減少しつづけ､特に練り製品向けやその他の食用加

工品向けに影響が及んでいるが､他の用途も同じように減少しているため､

これに伴う機能の変化はほとんどない. 一方､後者は昭和51年以降のまい
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わしの急増で､非食用加工機能が最も重要な機能となったが､.近年はまい

わしの水揚げは頭打ちになっており､今後もこの機能が卓越機能となる保

障はない｡ このように､北海道では昭和48年以降量的にはかなりの変化が

あったもの'の､各産地が果たしている機能にはあまり変化はみられなかっ

た｡北海道に水揚げされる水産物には低価格魚が多く､ また大市場に通い

という基本的条件は変わ らないため､食用であれ非食用であれ加工機能が

最も重要な機能となっている｡ しかし､今後はいずれも原料魚確保の困難

が予想され､加工産地は一層淘汰されてくる可能性が高い｡

次に､太平洋北区の各産地は､基本的には冷蔵機能と出荷機能に卓越し

ている｡水揚げが多獲怪魚が中心であり､八戸､石巻､塩釜などの一部産

地を除いては加工機能が弱体であるため､冷蔵 ･出荷型が多くなっている｡

また､すけとうだらのウエイ トは高くはなかったものの減少率が大きかっ

たため､次第にねり製品を中心に食用加工機能が減少し､逆に､ まいわし

の豊漁で非食用加工機能が主たる機能になっているところが増えている｡

その結果､ほとんどの産地で食用加工向けは絶対量でも構成比でもかなり

減少し､食用加工機能に卓越する産地も昭和48年の4から62年には2に減

っている｡

本州から九州にかけての日本海側の産地市場は､基本的には出荷機能に

卓越している｡北海道や三陸沿岸とは逼って､ あじ類､するめいか､ かれ

いなどの中級魚の水揚げが比較的多いことや京阪神などの大市場が近接 し

ているためである｡ その中で､ 山陰の産地市場は低級魚のまいわしやさば

類のウエイ トが高いため､食再加工 ･出荷型の複合型になっているのに対

し､北九州ではさば類なども大半が出荷に回され､ 出荷機能のみの単一型

になっている｡ ただし､ 山陰では第3期にまいわしの水揚げが急増 したこ

とにより､水揚げが集中した境､浜田のより大規模な産地で非食用加工機

能が卓越するようになっている｡

以上のように､地域的に産地市場の機能特性には特徴があり､その基本

的特性はあまり変化していない｡原則的には､水揚げされる水産物の魚種

構成によって産地市場機能が異なり､それが明瞭な地域分化を生じさせて

いる｡ つまり､各漁港の立地位置 (自然的基盤との関連で定められる位置)
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が類似 している｡ 同時に､ 大市場 との位置関係で決 まる相対的位置 (また

は関係位置)も類似 してお り､ これ らが産地市場の機能を第一次的に決定

しているといえる｡ 三陸や山陰のようにまいわ しの増加 によって機能が変

化 しているところもあるが､ 今後予想されるまいわ しの水揚量減少を考慮

すれば､ それは一時的なものであると考えられる.

表ⅠⅠ-1 各産地市場の機能類型ならびにその変化 (昭和48年～62年)
(a)

機 能】 48* .i 53年 157年 ーI 58年l 書 62年 iー l

】 冷蔵堅 女川 清水 釜石 清水 女川 清水I I清水i r l銚子 刃阿 湊,清水

食用加工型 紋別 山川 紋別 函館山川 山川 t稚内岬山川 i紋別 きl l

非食用加工型 広尾 広尾 JI広尾 1広尾 . il
出荷型 三崎勝浦 三崎新湊 I留萌三崎 三崎宇出津慮 器 ii新潟 新湊 下関 宇出津 香住 宇出津 土佐清水

唐津 串木野 i長崎 長崎 串雪 長崎 串槽 ,碍岡 唐津i I下関 宇出津福岡

冷蔵 ｢食用加工型 稚内 函館 i石巻 大船渡 Z r稚内 匿 票 E焼津 稚内 桝 邑山川I

非食用加工型 l !l i i 境
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ら

t1 liI～ t

ー tLjl願 臓‡ 浜田 iI･ ∃

悪 霊揮別勘■釜石境l枕崎 怪 石 髄 !l I

声 戸 i傾 至1 i宮 古 大船渡 l八 戸 大船渡 書

r総合Ⅳ型(冷｣食.罪.出) II 圭魔i 根室 石巻塩釜 】I
地元Ⅰ型 i佐世保 那覇i 八幡浜 新潟 八幡浜 新潟.新潟 那覇 勝浦新潟I(地.出) 佐世床 那覇 i佐悌 澗 f

地元ⅠⅠ型(也.袷.出) I佐世保 長崎 佐世保 長崎那覇 ,l E

Ji'諾eiI.I冨'.r順 …梱 .lI 量舞鶴i 】舞鶴 ー i一II
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稚内

図Ⅰトー1 ① 各産地市場の機能類型 (昭和48年)

-1581



図日-1 ② 各産地市場の機能類型 (昭和53年)
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稚内

図1Ⅰ-1 ③ 各産地市場の機能類型 (昭和57年)
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園丁Ⅰ-1 僅) 各産地市場の機能類型 (昭和58年)
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稚内

図Ⅰ1-1 ⑤ 各産地市場の機能類型 (昭和62年)
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表ⅠⅠ-2 ① 産地市場別用途別増減 (昭和48年～53年)

産 地 50,000t～減少 .呈呂豊 吉蒜少庸 39tt～#少 i5,000t～9,999t増加 10.000t～49,999t増加 50,000t～増加

3.網走 ねり 加工 域外

4.根室5.釧路6.広尾7.函館8.留萌 諾警 缶詰 l諾空 缶詰 i冷凍 1水揚量 ね｡ … 飼料水揚量 飼料水湯量 加羊冷凍 飼料 lt水揚量 冷凍.l三

9.小樽10.八戸ll.宮古12.釜石13.大船渡 志望量域究エ 飼料 -.iIl･ね｡ t缶詰水揚量 域外冷凍水損量 飼料

14.気仙沼 IL 量水湯量 ねり農 域外 1il絹 !域外

15.女川16,石巻17.塩釜18.小名浜19.那珂湊20.銚子21.三崎22.沼津-23.清水 ねり飼料水揚量 冷蔵域外 冷凍 飼料域外水場皇 冷凍飼料 域外冷凍冷凍 域外水湯量 冷凍域外缶詰 飼料域外水損量 加工 水湯量'f;≡童 持去ー _ .巨 凍‡!ーi

水揚量一給水揚量 生鮮一地元内生鮮向け 冷凍-地元冷凍向け 冷蔵一地元冷蔵庫直積入庫 缶詰-かん詰
ねり-ねり製品 加工-その他の食用加工品 飼肥料一魚油 ･飼肥料 域外一地元外生鮮向け 直送一直送 ･共同出荷
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裏目-2 ② 産地市場別用途別増減 (昭和53年～57年)

水場量一総水揚量 生鮮一地元内生鮮向け 冷凍一地元冷凍向け 冷蔵一地元冷蔵庫直接入庫 缶詰-かん詰
ねり-ねり製品 加工-その他の食用加工品 飼肥料一魚油 ･飼肥料 域外一地元外生鮮向け 直送一直送 ･共同出席
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表11-2 ③ 産地市場別用途別増減 (昭和58年～62年)

50,000t～ 10,000t- 5,001ot～ 5,000t～ 10,000t～ 50,000t～

産 地 減少 49,999t減少 9,999t減少 ■9,999t増加 49,999t増加 増加 l

ll.宮古12.釜石13.大船渡14.気仙沼15女川 冷凍 飼料水揚量 冷凍冷凍 水揚量飼料水損量 i域外冷蔵 域外生鮮 域外生鮮冷凍I 域外域外冷凍 飼料

16.石巻17.塩釜18.小名浜19.那珂湊20.銚子21.三崎 ねり 域外水場量水揚量 冷凍加工 飼料水揚量 域外缶詰 加工 冷凍 .域外 冷凍冷蔵 水場量 飼料冷凍域外 .水湯量 冷凍飼料

水揚量一主要21品日永揚量 生鮮-生鮮向け 冷凍一冷凍向け 冷蔵一冷蔵庫入庫 缶詰一缶詰
ねり-ねり製品 加工-その他の食用加工 飼肥終一魚油 ･飼肥料 域外-地元外出荷 直送一直送 ･共同出荷
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(3)産地市場機能と漁港規模との関連

産地市場の機能は漁港規模 (水揚量)とも関連している｡ 表H-3は昭

和48年､53年､57年､58年､62年の5時点について､産地市場の機能と水

揚量との関連を示 したものである｡ 水揚量と機能の関連をみると､水揚豊

が 5万七未満､ 5-20万t､20万 七以上の3つの規模階層毎に､産地市場

機能が明瞭に異なっているため､以下では各規模階層を各々小規模､ 中規

模､ 大規模と呼ぶことにする｡

まず､総合型に属する産地には､ 5万 七未満の小規模港がきわめて少な

い｡総合型に属する延べ31港中､ 大規模港は11(35%)､ 中規模港が16(

52%)を占め､ 5万七未満の小規模港はわずか 4(13%)にすぎない｡絶

対数では大規模港より中規模港の方が多いが､ 大規模港が延べ34港中 1/3

の11港が総合型に属しているのに対し､ 中規模港は延べ91港中総合型に属

するのは2割弱にすぎない｡ このように大規模港ほど総合型が多いのは､

多様かつ大量に水揚げされる水産物をさまざまな用途に分散させ､資源の

有効括用を図ろうした結果と考えられる｡ 同様の理由で､ 大規模港には複

合型も多いが､単一型は例外的にしか存在しない｡

同様に､大規模港ほど多いのは､禎合型の中でも冷蔵機能との組合せで

ある｡ 大規模港では､総合型や単一型などを含めても､ 冷蔵機能に卓越 し

ているのが 3/4以上で､ 中規模港の約5割､小規模港の約3割と比べてか

なり高い｡ ただし､小規模港でも 2- 5万tクラスの産地では半分近い産

地で冷蔵機能が卓越 してお.り､ 2万t未満の 1割弱とは際だつ対照をみせ

ており､冷蔵機能が主要な機能となるには最低でも 2万七程度の水揚量が

必要なことがわかる｡ このように規模が大きいところほど冷蔵機能が卓越

するのは､ ｢冷蔵向け｣とは一時的な利用形態で､ 最終的には他用途に振

り向けられるため､ 大規模港ほど大量の水産物を貯蔵しておく必要に迫･ら

れるからである｡ このため､ 冷蔵機能を含む複合型の産地は､冷蔵機能以

外の機能にしか卓越 しない単一･型の産地よりも一般的に規模が大きいO例

えば､食用加工型では小規模港が過半を占めているのに対し､冷蔵 ･食用

加工型では逆に大規模港が過半を占めている｡ 同じようなことは､ 非食用

加工機能や出荷機能についても言えるO
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義ll-3 産地市場の機能類型と水損量との関連

年
年
年
年

8
3
7
8

(a)

食用加工型

非食用加工型

10-2〔=20-
万tt 万t

l ーUOJ十一62年 lII ⊥1 ⊥･1

iト 出荷型 闇 22 12 8l8
24(3);2(1)i 細 去 7(2),62年 8(1日

卜 平蔵 .i食用加工型 48年53年57年i56…筈 t l 蔓 :‡I i‡! i1 II 1 ー 2i 喜III 41413

年

年

年
年
年

8
3
7
00
2

4
5
5
5
6
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(b)

加工 (食用

非食用)型

10-2(‖20-
万七!万t
1⊥

lユl1ノヽ▲JT l l T⊥ i

食用加工.出荷型 蔓48年 i 3 i 3I 4 3 i】ll1らil 113i
53年 書213 3 1 9.I
57年58年 22(1)日 3つ一.一 1 67(1)…

62年 2(1)i 2 1 1 JL 1 6(1日

I上 巨食用 .出荷型I.I 48年53年57年58年t62年I i 一･ ! 1'1'il l I(ItiI1 ∈～f il ti ;i ii21(1)il 】l i

l 総合Ⅰ型 僅 妻 IiI - IE 事 lIi

州心 IiI上I ilIfIfil i… 誓TI(棉.食.罪)】- 58年 l62年 …

総合Hl型

(冷･非･出)

‡総合Ⅳ型(袷

i

ト食･非･出)

年年年
年

年

837
0日U
2

455
5
だU

.

I

.
日

｣

3

.
日



(C)

Iil! 機 能 II年次 圭 勘 2;5t き5-19一 万 tj ilo-20l 万t蔓20-. 万tl ⊆ 今計 1i

l 弓昔 地元Ⅰ型I日 地.出) i!漂 l闇 i I侶 I II!?iiI ≡iIIー 1 l甘

【Ii 地元Ⅰl型I目 地.冷偲)i ほ 董!62年 圭 iIi2(1,i l̀1'iHIi i…i1(1)1(1) iIIlISf22日

事l 地元Ht型Ii(地.食.也)II ! ‖ トlI ～f蔓≡! 1ii】 i!JI!】ii i 重き i… i I1 il t･l ii

ili 合 計 ㌻三i f+ ト 161L817iiil 9! 13悼 i 89極 I 9ll10IS''ii∃ 6678i 7 44 .芸44 !44(1014 4 (7)

計

昭和58年と62年については､総水揚量に占める主要21品目の割合が50%を下回る
漁港数を ( )で示した｡
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また､ Ⅰで述べた第-主成分に高い正の主成分負荷量をもつ､つまり 2

00カイリ体制にはいってからも水揚量が漸増 している産地のほんとんどが

冷蔵機能に卓越 している｡ 冷蔵機能に卓越 しながらも水揚量が漸減 してい

るのは､ 北洋漁業が衰退 した稚内､根室､ 紋別などごく少数の産地に限 ら

れる｡ これは､ 産地の水損量が増加 した結果､ 冷蔵機能が充実されたとも

考えられるが､産地の規模に関係なく冷蔵機能に卓越 した産地で水揚量が

漸増 しているところをみると､ やはり需給調整という冷蔵機能が産地にお

いて特に重要な役割を果たしていると言えよう｡

一方､地元型の大半は小規模港であり､ 例外的に昭和58年の舞鶴 と昭和

58年と62年の長崎のみが中規模港である｡ 舞鶴は､ たまたま昭和58年と60

年に水揚量が 5万 tを越えているが､ これ以外の年次はいずれも 5万七を

少なくとも 1万七以上下回っている｡ また､ 昭和58年および62年の長崎が

それ以前の出荷型から地元Il型へ と変化 したのは､ 前述 したように総水揚

量のわずか20数%しか調べ られていないためで､給水揚量について調べれ

ば違った結果 となろことはいうまでもない｡ したがって､ 地元機能が卓越

機能となるのは小規模港特有 と言ってよい｡

このように､ 一般的に各産地市場が果たしている機能は地域的に異なる

が､ 同 じ地域に属 しても漁港規模 によって市場機能は異なっている｡
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ⅠⅠⅠ 水産物の空間的流通パターンの変化

本章では､ ｢水産物流通統計年報｣を用いて､第 1次用途が地元外向け

出荷である水産物の空間的流通バターンとその変化を明らかにする｡統計

では､ 出荷先として､ 自県ならびに東京 ･横浜､名古屋､京都 ･大阪 ･神

戸の3つの大都市中央卸売市場､北海道､東北､関東 ･東山､北陸､東海､

近幾､ 中国､四国､九州の9つのその他の地域の計13の地域毎に出荷量が

集計されている｡

(1)昭和48年の流通パターン

図1日- 1は昭和48年の10,000t以上の取引がある産地と出荷先 (自県も

含む)との結び付きを､ 図m-2は産地毎にその出荷先別出荷量が各産地

の総水揚量の10%を越える出荷先との結び付きを示 したものである(6㌦つ

まり､前者は流通の絶対量からみた流通パターンを､後者は産地毎の相対

量からみた流通バタ-ンを表している｡

まず､北海道では､水揚げされる魚種は､主に加工原料に利用されるす

けとうだらやほうけなどの低価格魚が主であるため､ 自県向けの出荷が量

的にも構成比からみても多く､他地域への出荷は少ない｡ ただし､北海道

は県とみなすよりは､東北や九州などの地方ブロックとみなす方が適切だ

と思われ､ 自県向け出荷とは言っても､他地域のブロック内流通に該当す

るような比較的広域の流通も多く含まれていると考えられる｡

北九州の産地でも白県内流通およびブロック内流通が多い｡ しかし､北

海道と異なるのは､ あじやさばの多獲性魚を中心に近隣ブロック相互や6

大都市中央卸売市場 (特に京都 ･大阪 ･神戸と東京 ･横浜)への出荷が多

いことである｡ つまり､ 九州と中国地方を一体とした九州 ･中国ブロック

に供給する一万､ 6大都市中央卸売市場を重要な出荷先としている｡ 車楯

･古木(1978)によれば､以西底曳網漁業は､北洋底曳漁業の発展に伴うス

ケ トウ ･すり身生産の拡大によって､練製品原料市場を制圧され､ ツブシ

物の価格が低迷したため､昭和46-47年に合理化を行い､練製品原料向け

のツブシ物生産から､生鮮消費向けの惣菜物生産への方向転換を図った｡
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図Ⅲ-1 昭和48年の水産物の空間的流通パターン (絶対量)
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図lIト 2 昭和48年の水産物の空間的流通バターン (相対量)
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従来伊勢 ･三河湾や瀬戸内海などの太平洋ベル ト地帯にあたる地域が､戦

前から臨海都市市場に新鮮な底魚類を供給 してきたのが､高度成長期の臨

海工業開発に伴い小型底曳漁業は衰退し､ それを代替したのが以西底曳網

漁業というわけである｡

山陰の産地では特定の出荷先と密接なつながりをもっことは少なく､ 量

は多くはないものの広範囲に出荷を行っている0

-万､ 三陸沿岸の産地では､ 白県内およびブロック内流通は-股には少

ない｡ 13の出荷先の中では､東京 ･横浜中央卸売市場向けが最多である産

地がかなり多く､ 多獲性魚のサンマを中心に大市場へ長距離輸送されてい

る｡

以上のことを市場の側からみると､東京を中心とした全国的な流通圏と

大阪を中心とした西日本の流通圏の2大広域流通圏があり､ その下に地方

ブロックを中心とする流通圏があることがわかる｡ 出荷される水産物の中

でもその比重が大きい鮮魚はその特性として､鮮度を長時間保つことが困

難なこと､単位重量当り価格が安いことなどのため長距離輸送に耐えられ

ない｡ また､ それと関連 して､漁場によって魚種が異なるため消費の地域

性が形成され､魚に対する噂好 ･イメージが固定化 し､広く流通するよう

になっても従来の消費構造はあまり変わ らない 7̀)｡このため､流通システ

ムや交通網が発達 しても､流通の地域的バターンは大きく東日本と西日本

とに分かれ､各地域内での流通が基本となっている｡ ただし､ 東京 ･横浜

は､ 日本一の大市場がひかえているだけでなく､流通の階層システムの頂

点に位置し､集荷 したものをさらに広域に分散させる機能も強いため､ 東

日本だけでなく西日本の産地からもかなり集荷 している｡

(2)第 1期 (昭和48年～53年)の流通パターンの変化

昭和53年の絶対量の流通パターンを表 したのが図III-3､相対量の流通

パターンを表したのが図m-4である｡ また､ 表m-1には第 1期の産地

市場別出荷先別出荷量の増減を示 してあるO

北海道では､ 多くの漁港ですけとうだらの水揚げが減少したものの､稚

内や網走のようにすけとうだらの出荷量および総出荷量 (特に自県向け)
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図日1-3 昭和53年の水産物の空間的流通バターン (絶対量)
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図日ト14 昭和53年の水産物の空間的流通パターン (相対量)
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表ⅠⅠト 1 産地市場別出荷先別出荷量の増減 (昭和48年～53年)
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は逆に増えているところもあるO これはすけとうだらの大加工産地である

釧路で､水揚げの減少量および減少率がきわめて大きかったため､道内で

もすけとうだらの水揚げが増加した根室や広尾からだけでなく､水揚げが

減った産地からも搬入したためと考えられる(8㌦

太平洋北区の産地では､総出荷量の増加に伴い､ 白ブロックや束京 ･横

浜､ 関東方面への出荷量がかなり増加 している｡ この期間に水揚げが急増

したさばやまいわ しを自県ではさばききれず､ 上記地域へ出荷したものと

考えられる(9)0

一方､北九州 ･山陰の産地では､ 一般的に言って遠隔地である6大都市

中央卸売市場への出荷量が減少し､逆に中国 ･九州ブロック内での流通は

一部を除いて増加傾向にあり､ さらには四国との結び付きを強めている｡

この時期､境と福岡を除いた産地ではさばの水揚げが減少し､ まいわしの

水揚げが増加 したが､ さばの減少が遠隔地との流通を縮小させ､ まいわ し

の増加が自ブロックおよび近隣ブロックとの流通を増加させている｡ まい

わ しは昭和53年頃になると､ 豊漁のためそれまでとは違って主に魚油 ･飼

肥料用に利用されるようになり､ このため近距離流通の方が活発となって

いる｡

(3)第2期 (昭和53年～57年)の流通パターンの変化

昭和57年の絶対量の流通パタ-ンを蓑したのが図Ⅲ-5,相対量の流通

バターンを表したのが図III-6である｡ また､ 表111-2には第2期の産地

別出荷先別出荷量の増減を示 してあるO

第2期になると､ 太平洋北区のほとんどの産地では､ さばやさんまの水

揚量の減少にともなって出荷量も減少している｡特に､ 東北､東京 ･横浜､

関東方面への出荷量および割合を減少させているところが多い｡ 一方､ ま

いわしの水揚げが急増した八戸､ 女川､石巻などでは自県への出荷量をか

なり増やしている｡ このように水揚げされるの魚種の構成変化により､流

通範囲が縮小 している｡ また､宮古や大船渡ではすけとうだらの水揚げが

増加したが H m ､自県ではもはや加工できず､他県へ移出しているO

山陰ではこの期間､境 と浜田でまいわ しの水揚量がかなり増加 したが､
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図ll1-5 昭和57年の水産物の空間的流通パターン (絶対量)
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水揚量に対する
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固ill-6 昭和57年の水産物の空間的流通バク-ン (相対量)
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表111-2 産地市場別出荷先別出荷量の増減 (昭和53年～57年)
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より規模の小さい浜田では増加分の多くを地元外へ出荷 しているのに対 し､

境ではそのような傾向はあまりみ られない`川 ｡ つまり､ このことは規模

の小さいところでは急増する水揚げに対 して､ 冷蔵 ･冷凍施設および加工

施設の処理能力が追いつかないため､ より処理能力の大きなところへ出荷

せざるをえないことを示 していると考えられる｡

これと同じようなことは､ この期間すけとうだらの水揚げが急増 した北

海道の紋別と釧路の間でもいえ日 2)､ 共に加工原料魚は処理能力の大きな

大産地への集荷傾向を示 している｡

北九州の産地では､ さばやあじの水揚量の減少に伴い自県向けや九州向

けの出荷量や割合が減ったものの､ より遠距離の6大都市中央卸売市場へ

のそれ らの出荷量はさほど減少してはお らず､ むしろ停滞気味である｡ つ

まり､ このことはさばやあじが水揚量の減少に伴い中級魚に移行 しつつあ

ることを示 している｡ また､他市場から搬入された水産物をさらに地元外

へ出荷するという高次の中継機能をもつ福岡では､ ひらめ ･かれいなどの

高級魚を中心に東京 ･横浜､ 京都 ･大阪 ･神戸中央卸売市場の出荷量を増

加させている｡ つまり､ 高級魚の水揚量の増加は､ より遠隔な地域特に6

大都市中央卸売市場 との流通を増加させたということができる｡

(4)第3期 (昭和58年～62年)の流通バタ-ンの変化

昭和58年の絶対量の流通パターンを表 したのが囲III-7､ 相対量の流通

バターンを表 したのが図Ⅲ-8であるO 昭和62年については､ 各々図Ill-

9､ 図ⅠH-10に示 した｡ また､ 表Ill-3には第3期の産地別出荷先別出

荷量の増減を示 してある｡

第3期は､ 前述 したように出荷については､ 全品目ではな く主要21品冒

のみの資料しかないため､ それ以前の流通パターンとの比較は厳密にはで

きない｡ 主要21品日が総水揚量に占める割合が高い東日本はたいして問題

はないが､ その割合が低い産地が比較的多い西日本では出荷量からみた流

通パターンはそれ以前とはかなり異なり､ 長距離流通がかなり減少 してい

る｡ つまり､ 主要21品目以外の水産物は長距離流通で高いウェイ トをもっ

ていることがわかる｡ このように､ 以前の流通パターーンとの比較は厳密に
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図II1-7 昭和58年の水産物の空間的流通バターン (絶対量)
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園lIト18 昭和58年の水産物の空間的流通バターン (相対量)
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図日Ⅰ-9 昭和62年の水産物の空間的流通パターン (絶対量)
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図1日-10 昭和62年の水産物の空間的流通パターン (相対量)
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表Ilト 3 産地市場別出荷先別出荷量の増減 (昭和58年～62年)
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は行えないが､21品目に限ってこの期間における変化の傾向をみることに

は支障はないO

この期間､全国主要漁港全体のすけとうだらの水揚げが､量で約20万七､

割合で約 1/4減少したのに伴い､北海道でも釧路を除く産地ですけとうだ

らの水揚量が減り日 3)､道内の多くの産地では自県向け出荷量および総出

荷量を減少させている｡ その中で小樽は､地元でのすけとうだらの加工生

産を大幅に縮小させ､余剰分を他産地へ回すにいたっている. 一方､釧路

はすけとうだらの水揚げを増加させる一方で､地元外出荷量を半減させる

と同時に他産地からも集荷していると思われ(日日､前期に引き続いて大産

地への集荷傾向は一層強まっていると考えられる. また､釧路は生鮮物だ

けでなく､すけとうだらの冷凍物の水揚げが大幅に増加 しているが､ その

大半は道内や東北へ出荷され､地元向けにはほとんど用いていない｡

三陸地域では､従来のような全体的な傾向はみられず､各産地が個別の

動きをみせている｡つまり､東京 ･横浜等の大都市中央卸売市場への出荷

量の増加に大きく寄与する魚種が産地によって異なっている｡総出荷量が

増加した産地では､八戸はするめいか (冷凍)､気仙沼はかつお ･かじき､

女川はさんまが大都市中央卸売市場への出荷量増加に大きく寄与している｡

総出荷量が減少している石巻でも､大都市中央卸売市場へのさばの出荷量

はかなり増えている｡ これはそれ らの水揚量が増加 したためでもあるが､

互いに近接した産地間でこのような差が出るということは､各産地が東京

･横浜という大市場をひかえて､産地のイメージづくり､ ブランド化を目

指 しているとも考えられる｡ この点､三陸地域は良港が近接 して立地して

いるため､今後ともそういった方向へ向かう可能性も高いと思われる｡ た

だ､ これらがいずれも宮城県の産地や､東京に直通する高速自動車道が一

部開通 した八戸であり､岩手県の産地が依然として大都市中央卸売市場へ

の出荷量がきわめて少ないことを考えると､高速交通時代における立地条

件の差が解消されない限り､岩手県の産地へは近距離流通にしか向かない

水産物 しか水揚げされないことになる｡ また､唯一まいわしの水揚げが増

加 した女川､石巻では第 2期のような地元外出荷はみられず､搬入してま

で地元での加工生産等を増やそうとしている｡ しかし､ まいわしは低級魚
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であり､今後水揚量減少が見込まれるためこの傾向は一時的なものと考え

た方がよいだろう｡

山陰 ･北九州の産地では､ さば､ あじの水場量の減少にともない､ 自ブ

ロック向けの出荷量が減少しているのが目立つ｡

(5)まとめ

以上の3期間通 しての変化をまとめると､北海道では水揚量の減少に伴

い､道内での流通が絶対量からみても構成比からみても減ってきている｡

道内9産地の総出荷量は昭和48年の約26万七から昭和62年には約11万七へ

減少したが､道内向け出荷量はさらに減少し､総出荷量に占める割合も以

前の8割台から昭和62年には7割をきるにいたっている｡ つまり､ 一部の

大産地を除いて地域内の流通は不活発になってきており､ また6大都市中

央卸売市場への出荷も低水準にとどまっている｡

三陸沿岸の産地では､昭和48年の東京 ･横浜へ主に出荷するというパタ

-ンから､次第に自県および百ブロック向け出荷も増加 し､第2期以降は

自県向け ･白ブロック向けが6大都市中央卸売市場向けを上回るようにな

っている｡

中国 ･九州ブロックでは第 1期は相互取引が活発化し､ 一体化を強めて

いったが､第2期以降はブロック内流通は弱まる傾向にある｡ むしろ､少

なくとも相対的には流通の広域化および6大都市中央卸売市場への出荷傾

向が進んでいると考えられる= 5)｡特に鮮魚の出荷が多い下関､福岡､唐

藷､佐世保､ 長崎の北九州の5港合計の出荷先構成の変化をみると､ 6大

都市中央卸売市場向けの構成比は昭和48年36.3%､53年27.5%､57年38.4

%､58年21.5%､62年27.6%と第2期以降は増加傾向にあるのに対 して､

自県向けおよび中国 ･四回 ･九州向けの構成比は5時点各々59.3%､67.7

%､51..7%､65.5%､61.4%と第2期以降は減少傾向にある-16)｡ つまり､

200カイリ体制の定着 ･進行に伴い､生鮮向け魚種の水湯量の停滞ないし

減少を背景に､鮮魚は次第に中級化 ･高級化への道を歩み､ より有利な市

場に出荷され､地元や近隣地域への出荷条件が悪化 していると考えられる｡

この点､北海道の産地の場合には､輸送条件が悪いことともともと加工原
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料魚に特化していることにより､ 三陸地域の場合にも水揚げの増加が､低

級魚のまいわ しや中級魚化 しつつあるものの鮮魚の消費地域が離れている

さばなどの主に加工向けに回される魚種によるなどの理由のため､広域的

な流通は絶対的あるいは相対的に減少している｡
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注

(1)昭和48年の給水揚量は､ 新潟51,781t､ 浜田72.137t､ 下関111,403七､

境153,913t､ 福岡191,558七であ り､ 境は浜田の､ 福岡は下関のほぼ 2

倍 になって いる｡ これが昭和53年には､ 新潟33,485t､ 浜田61,0021.､

下関84,107t､ 境165,031t､ 福岡194,361tと格差は拡大 している｡

(2)第 2期 における八戸及び近隣の宮古のまいわ しの水揚量の減少は数 %

であるが､ 銚子､ 那珂湊､ 小名浜の減少率は22-34%に及ぶ｡

(3)数10万七を越 えるような大規模港では､ どの用途へ もかな りの量が回

され るため､ 特定の機能に偏っている産地 を除けば総合性指標は高 くな

り､ 総合性指標 は総合性の 1つの尺度 とな りうるが､ より規模の小さい

漁港では多 くの用途で基準 となる一定量を越えにくいため､ 逆 にある機

能 に特化 している方が総合性指数が高 いということも起 こりうる｡ 特 に､

地元外生鮮向出荷の多 くが 6大都市向けである産地 (例 えば､ 唐津や三

崎)では､ 他の機能が低調でも総合性指数は高 くでやす くなる｡ また､

これ には機能間のウェイ トづけの問題 も関係 して くるo

(4)虞吉(1985)が昭和57年の水揚量が3万七以上の33港 につ いて､ 昭和48

年 と57年の 2時点の総合性指数を表 した図では､ 全体の 1/3近 くの漁港

の総合性指数値 が誤 っていると思われ るので､ 虞吉(1985)と同 じ方法で

筆者が算出 した総合性指数値を巻末の付図 に掲げてお く｡ この図 によれ

ば､ 2時点間.の総合性指数値の増減の方向が水揚量の増減の向きと異な

るのは､ 紋別､ 三崎､ 浜田のわずか3港 にす ぎない｡ しかも､ いずれ も

大きく異な るわ けではな く､ 往 く3)で述べ たように､ 総合性指数値が水

揚量の影響をかな り受けることを示 している｡

(5)修正ウイーバー法 とは､ 全体 が複数の構成要素か ら成 り立っている場

合､ 構成割合が低 い要素は切 り捨てて､ 主たる構成要素を選びだすため

の 1つ客観的基準を与えて くれ る方法である｡ 例 えば､ 各分析単位地区

内で複数の土地利用が混在 している場合､ 各単位地区毎に主たる土地利

用 として面積構成比が 1位 か ら上位何位 までの土地利用を取 り上げれば

よいかにつ いて 1つの基準 を与えて くれる｡ 詳細は土井 (1970)､ 大友

(1982)な どを参照のこと｡
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(6) ｢昭和48年 水産物流通統計年報｣では､統計中の ｢HI用途 ･出荷

表6.主要漁港別出荷量 ･比率｣内の宇出津以下の20余りの漁港につい

て､ 名古屋向けと京都 ･大阪 ･神戸向けの出荷量の数字が入れ替わって

記載されている｡ 統計中の ｢表8.漁港別主要品目別出荷量｣と比較す

ると間違いがわ＼かる｡

(7)例えば､ 西日本のあじやさば､ 東日本のさんまやさけがその代表例で

ある｡ ただし､ さばの水揚げは八戸か ら銚子にかけての東日本の太平洋

価の方が多いのに､鮮魚の消費量は圧倒的に西日本で多い｡ かつて束日

本では処理に困るほど大量に取れたため､ 家畜の餌や肥料にしたのに対

し､ 西では少ないさばを大切にして､ 昔か らさまざまに工夫して食べて

きたからだと言われている (読売新聞地方部生活課編 1986)0

(8)釧路の昭和48年のすけとうだらの搬入量は Otだったのが､53年には

すけとうだらの水揚量の約 2割にあたる35,374tを搬入 している｡

(9)昭和53年の ｢水産物流通統計年報｣では､ まいわ しの用途別な らびに

出荷先別数量を示 した表において､三陸の産地については､ まいわ しの

水揚げがかなりあるにもかかわ らずなぜか掲載されてお らず､ それが掲

載されている那珂湊の動向から判断 した｡

(10)前出の表 Ⅰ-3には､ これ ら2港の第2期 (昭和53年～58年)におけ

る水揚量の増加品目にすけとうだらはのっていない｡ 昭和57年～58年に

かけてすけとうだらの水揚げが東北では減少し､ 北海道へ一層集中する

傾向をみせたため､昭和53-58年の期間ではこれ ら2港での水揚げ増加

量は少ないからである｡

(ll)この期闇のまいわ しの水揚げの増加量は､ 浜田が約27,000t､境が約

46,000tであるのに､地元外への出荷の増加量は浜田の約15,000tに対

し､ 境は約5,300tにすぎない｡

(12)この期闇のすけとうだらの水揚げの増加量は､紋別が約22,000t､釧

路が約55,000tであるのに､地元外への出荷の増加量は紋別の約42,000

tに対 し､釧路は約2,000tにすぎない｡

日3)ただし､ 昭和57年以前の資料がないため今回の分析対象とはしなかっ

た羅臼では､ すけとうだらの水揚げは昭和58年の約69,000tから62年に

は約87,000tへ増加 し､釧路に次いで2位の水揚げをあげるにいたって
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いる｡

(14)羅臼に水揚げされるすけとうだらの過半は､道内に出荷されている｡

(15)虞吉(1985)は､下関､福岡､唐津､ 長崎の4漁港の昭和48年と57年の

出荷先別出荷量を比較 して､ 6大都市出荷の条件の困難性が増大 してい

るのに対 し､ 中国 ･四国 ･九州の近距離出荷が相対的に増加傾向にある

と述べている｡ が､各漁港の昭和48年と57年の6大都市中央卸売市場へ

の出荷量と中国 ･四国 ･九州への出荷量を比較すると､下関では前者が

49･70/Oの減少に対して､後者は38100/Oの減少､福岡は前者が50･70!Oの増

加､後者が23.9%の増加､唐津は前者が 3.9%の減少､後者が16.9%の

減少､ 長崎では前者が13.4%の減少､後者が54.8%減少している｡ つま

り､下関を除けば､ いずれも前者 (6大都市中央卸売市場)の方が増加

率がかなり高いあるいは減少率が低く､相対的にはむしろ中国 ･四国 ･

九州の近隣地域よりも6大都市中央卸売市場への出荷傾向をみせている｡

(16)昭和57年と58年の間には､ 資料に不連続があることは前述 した通りで

ある｡
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(付図) 贋吉の方法による大規模漁港の機能的総合性 (昭和48年 ･57年)

揺A⊂J性指敬i ll lI 八戸

10 i I

9

8 琴I 石巻 銚子幽

7 (焼津) 塩建iBkfl

6 凪 (下関j 福岡(境)(福岡) (稚内) + .
5 塩釜(網走) 気仙沼 根室 小名浜(紋別) メ

3̀盟建 三崎(浜田) l ◆i

2 函館(沼津) 網走(小樽)(女川)姓 名虚山三些臥 女川 Ii

1 小樽 悪書藍色医(函館)(佐世保) 宮古 藍匿牛深 幽(枕崎) 広尾 清水 . IiI

0大船渡 舞鶴那珂湊(広尾)(宮古)上転組渡1上重要乱』璽垂配(念書)(牛深) (清水) Iメ

.～5万七一 5-10万t 10-15万t 15-20万t 20-30万七 30-50万七 50万t～ I

( )が付いていないのは昭和57年､ ( )の付いているのが昭和48年｡
漁港名に下線が引いてあるのは虞吉(1985)の図3と食い違う漁港｡
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